
分野７：外国報道機関対策の実施

過去３年度（令和４～６年度）の主な成果 課題及び今後の方向性

1 【日本関連報道に関する情報収集・分析】

⚫ 総理大臣や外務大臣による外国訪問の機会には、関連報道を迅速
に取りまとめ、総理大臣、外務大臣一行に遅滞なく共有した。慰
安婦問題や旧朝鮮半島出身労働者問題をはじめとする歴史問題や
ALPS処理水等、海外メディアの関心が高い日本関連報道について
も、主要国メディアの関連報道を日々モニタリングし、これら報
道ぶりを迅速かつ適時適切に官邸、省内、関係省庁等に提供でき
たことは、日本の外交政策の形成に資するとの観点から有益で
あった。また、主要英字紙の外交関連・日本関連報道についても
毎日モニタリングを行い、営業日には論調と要約を作成し、全省
員及び全在外公館に配信し適切な情報共有の観点から有益であっ
た。

2 【外国メディアに対する情報発信・取材協力】

⚫ 総理大臣および外務大臣の外国訪問において、インタビューや寄
稿等を通じて日本政府の方針や取組を紹介できたことは、外国メ
ディアに対する正確な対日理解を促進し、効果的な対外発信に寄
与した。また、同様に総理大臣および外務大臣の外国訪問におい
て、外務報道官や外務副報道官が務めるスポークスパーソン等に
より、海外メディアに対し随時ブリーフィングを実施できたこと
は、各外国訪問の意義や成果の正確かつタイムリーな発信の観点
から有益であった。このほか、外国要人の訪日の機会に、関係局
課による海外メディアへのブリーフィングの機会を提供できたこ
とは、外国要人の訪日にかかる日本の政策的意義や成果の発信に
寄与した。
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1 【日本関連報道に関する情報収集・分析】

⚫ 外国報道機関による日本関連報道をさらに詳細に分析し、より広
範な情報収集を行いつつ、収集した情報をさらに迅速かつ精度高
く提供し、政策形成に一層効果的に貢献できるよう取り組む必要
がある。

⚫ また、主要英字紙の報道を毎日モニタリングし、全省員及び全在
外公館との情報共有を強化することで、外交関連・日本関連報道
への理解を促進することが求められる。

２【外国メディアに対する情報発信・取材協力】

⚫ 外国報道機関を通じて対日理解を深めるための情報発信が重要で
あり、今後も寄稿・インタビュー等を活用して、外部専門家の知
見を取り入れつつ、迅速かつ効果的に日本の政策や立場を発信す
る必要がある。その一環としてタイムリーなブリーフ等を活用し
て外国の主要メディアとの協力関係を強化し、日本の政策や視点
が取り上げられる機会を増強する。

⚫ また、事実誤認に基づく報道によって諸外国の読者に誤解が生じ
ないように迅速に申入れや反論投稿を行い、事実に基づいた適切
な理解を促すことも重要である。

⚫ 今後も引き続き、これらの手段を通じて対外発信を強化し、対日
理解の促進を目指していく。



3【外国記者招へいの戦略的実施】

⚫ 外国記者の招へいは、日本の政策・実情への理解の浸透を図り、
海外における対日理解・対日親近感を醸成させるに当たって有効
性が高い。

⚫ 重要な外交政策や国際会議に関する取材機会を提供し、対日理解
を深める報道を増進することを目指して、メディアとの連携を強
化し、より広範な情報発信を行う必要がある。

⚫ 招へい後は、在外公館を通じて、記者の報道ぶりをチェックした
り、記者とのコンタクトを維持する等、引き続き丁寧なフォロー
アップを継続していく。

過去３年度（令和４～６年度）の主な成果（続） 課題及び今後の方向性（続）

3 【外国記者招へいの戦略的実施】

⚫ 発信力の高いメディアや記者を選定し、案件毎に狙いを定めてよ
り充実した報道の内容になるよう改善しつつ、外国メディア(テレ
ビチームを含む)の招へいを実施し、取材機会を提供した。令和４
年度は、風評被害対策、TICAD8、WAW！2022、安全保障政策
等をテーマに、訪日招へい10件（13か国15名）、オンライン取
材７件を実施。令和５年度は、風評被害対策、ASEAN50周年、
防災対策、安全保障政策等をテーマに、訪日招へい10件（10か国
16名）、オンライン取材３件を実施。令和６年度は、風評被害対
策、PALM10、TICAD9、安全保障政策等をテーマに、訪日招へ
い10件（18か国21名）を実施した。こうした招へいによる取材
機会の提供の結果、世界各地で多くの報道につながり、正確な対
日理解に基づく報道を増進した。

23



24

（主な取組）
⚫ 外交青書
第３章４節「日本への理解と信頼の促進に向けた取組」
2023年版（3）諸外国における日本についての論調と海外メディアへの発信

2024年版（4）諸外国における日本についての論調と海外メディアへの発信

2025年版（4）諸外国における日本についての論調と海外メディアへの発信（PDF版 p.295)

⚫ 外務省HP
寄稿・インタビュー

外務大臣会見記録（要旨）

報道発表

談話

参考

（注）評価書を作成するに当たっては、外交青書、外務省ホームページ等を使用した。

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/2023/html/chapter3_04_01.html#s34103
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/bluebook/2024/html/chapter3_04_01.html#s34104
https://www.mofa.go.jp/mofaj/files/100826205.pdf
https://www.mofa.go.jp/mofaj/press/iken/index.html
https://www.mofa.go.jp/mofaj/press/kaiken/gaisho/index.html
https://www.mofa.go.jp/mofaj/press/release/index.html
https://www.mofa.go.jp/mofaj/press/danwa/index.html
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